授業が対象としている人：大学生

授業の位置づけ：情報教育の改善、聾学校の情報教育

授業開始：

Introduction

米国から一足遅れてIT化が進んできた昨今の日本、家庭にも常時接続のインターネットがつながり、FTTHなどの高速インターネットによるデータ転送も注目を浴びている。企業にとっても、家庭にとってもネットワーク、情報技術は毎日の生活において欠かせないものになってきた。今後、生活がネットワークに依存していくにつれて、ネットワーク技術者、システムエンジニア、データベース管理者などのいわゆる情報技術者の需要が増えていくだろう。また、日常のさまざまな場面にネットワーク、情報技術が利用されるに従ってネットワークの複雑化が予想される。優秀な技術者を増やすための情報教育は今後の課題として挙げられるだろう。

　この授業では、その情報教育の中でも特定の学校に焦点を当ててみたいと思う。その学校とは聴覚障害者のための学校、つまり聾学校である。なぜ、聾学校の情報教育に注目したいのかというと、耳が聞こえない、もしくは聞こえにくいために障害者として社会から援助を受ける立場になってしまっている聾者のかたがたは、確かに人と向き合ってコミュニケーションをとるときにはハンディキャップを背負ってしまっているが、コンピューターを使用する場合にはそんなにハンディを持っていないのではないか、と思ったからである。プログラマーやネットワーク技術者など、優秀な聾者の情報技術者が世の中にいても全然おかしくない、と思い今回調査をしてみようと思い立った。

Informational Education in Deaf Schools

　さてまず興味を持ったのは聾学校における情報教育の現状である。横浜市立聾学校高等部の資料を参考にしてみると、

情報教育の目的

情報化社会でのコンピュ－タの利用からネットワ－ク機能により色々な情報を処理し交換できる能力や態度を養う。これを通してｺﾐｭﾆｹ-ｼｮﾝ能力を高め、聴覚の障害を乗り越えて、色々な人との接触をはかり、人格の育成を図る。
指導のねらい

(1)コンピュ－タの概要と働きについて知る。 
(2)日常使用される文書処理について知る。 
(3)表計算による集計処理から図形処理について知る。 
(4)インタネット・イントラネット・パソコン通信について知り利用が出来る。 
(5)生活に便利なソフトの利用ができる。
そして３年間の授業の流れは主に

１年で文字入力、ワードプロセシング

２年で文書作成、インターネットの使用、ホームページ作成

３年で表計算、グラフィックソフト、パワーポイント

となっている。（参照URL：http://www.edu.city.yokohama.jp/sclib/ss/rou/roufu.htm）

またコンピューターの設置状況などは

全国で１０４校すべてが設置しているが、設置台数は１校あたり２３台となっていて普通の高校が１校８２台あるのに対して少なめになっている。またインターネットの接続状況は１０４校中８０校がつながっている。またコンピューターを使用できる教員の数が全体の６４．３％と少なめなのだろうか。

（参照URL：http://www.gks.co.jp/y_2001/s-data/pc/01031508.html）

データを見る限りでは現在の聾学校における情報教育が他の学校ととくに変わりないかむしろあまり力を入れていないととれてしまう。特に授業内容は、どの高等教育でも同じなのかもしれないが、文書作成、表計算、インターネット使用など、ツールとしてのコンピューターの利用方法などの授業がメインとなっていて、プログラミングやネットワークの仕組みなど、内面的な授業は行われていない。しかし、情報技術者を育てるにあたって、むしろ後者のような技術が必要となってくる。情報教育の問題点はここにあるのではないか。

Jobs After Graduation

今度は卒業生の進路を見てみたい。就職しない生徒たちは卒業後専門学校、短大などに進学するらしいが、就職する生徒達の主な就職先は電気機器系、薬品科学系、食品製造系、金融ガス系、などとなっている。

（参照URL：http://www.edu-c.pref.osaka.jp/~f12004m/sinro/sinro.htm）

What Should Be Done

　聾学校の教育の中でのコンピューター導入の必要性には２つの理由がある。まず１つは上記しているようにコンピューターを導入することによる生徒のコンピューター技術の向上およびコンピューターに対する意欲の向上である。コンピューターの使用には耳が聞こえなくてもほとんど支障がない。さらに世の中ではコンピューターの技術者が必要とされている、この２点を踏まえて、生徒に障害と関係なく、社会に必要とされるということを理解してもらうということにつながる。

　またコンピューター導入の二つ目の理由は普通の授業の補助としての利用である。SFCにおいてコンピューターおよびネットワークが、授業進行を補助しているように、聾者のためにもコンピューターは大いに役立つ。もし生徒１人に一台コンピューターがあったらメッセンジャーの使用による授業中の意見交換、パワーポイントによる視覚的情報共有の拡張などにもコンピューターは役立つであろう。

Conclusion

Prop Station という団体がある。コンピューターを活用し、障害を持つ人の自立と社会参加の促進を目標としている団体で、竹中ナミさんという方を代表に活動している。チャレンジド（障害をもつ人たち）を納税者にするということを考え活動をしているわけだが、神戸内の学校のネットワークの作成なども、聾者のネットワーク技術者を中心に行った。これからの高齢化社会の中で、いままで社会的に保護が必要とされていた障害者の人たちにも、コンピューターを使用した在宅ワークなどによるビジネスのチャンスはいくらでもあるという。「ケアのひつようなときには適切なケアを、働く意欲のあるときには就労のチャンスが得られるという柔軟な社会システムを生み出すことこそが、今わたしたち一人一人に突きつけられた課題ではないかと思います。」と竹中さんはHPの中で言っている。

（参照URL：http://www.prop.or.jp/）

　またアメリカでは、Special Education（障害者のための教育）を担当している先生が授業にはコンピューターを多く導入するべきだ、と言っている。導入するためのコストはかかるが、それ以上にコンピューターが生徒達に与える影響は大きいという。コンピューターは障害を持った生徒達の勉強をサポートし、また勉強に対する動機にもなるという。コンピューターを使い、人よりも出来るようになるという充実感が勉強に対する意欲もあげている。実際、障害を持たない生徒よりも、障害を背負った生徒のほうがコンピューターの技術を身につけるのが早いことがある。

　障害を持たない人たちと同じ立場で仕事が出来る、自分が社会に貢献できるという実感はとても大切なことだと思う。社会と法に保護されて職を得るのではなく、実際に企業に技術を認められ、仕事をするというのは大きな違いである。そのチャンスを多くの聾学校の生徒に与えるためにも、コンピューターの導入、情報系授業の増加、質の向上など、さまざまなことに関して変革が必要だと思った。

